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新原子力政策大綱策定会議における議論の状況 ①

•2010年末から審議を開始したが、5回目の会議を3月8日に開催した後、東京電力(株)福島第一原子力発電
所事故の発生を受けて審議を中断。2011年9月に審議を再開し、今年3月29日には第16回の会議を開催。

•国は、
–事故により甚大な被害を被った住民に寄り添い、住民の健康管理、除染活動を含む避難住民の帰還に
向けた取組、汚染の拡大防止、汚染土壌・瓦礫等の処分等の取組を迅速かつ十分に行うこと

–事故を起こした福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組、原子力損害賠償を確実に行うこと
– この甚大な被害をもたらした事故の発生を防止できなかった原因を検証し、その結果を踏まえて安全確
保の仕組みを国民に信頼されるものに改革することに取組むこと

としつつ、今後の原子力発電の利用の新しいあり方とそれを実現するための重要課題、及び、今後１０年程
度を一つの目安とした期間におけるこれらの重要課題の解決に向けた我が国の取組の基本方針を検討中。

•今後の原子力発電の利用のあり方に関して多様な意見がある。

意見分類Ⅰ：原子力発電を（今後規模を増加させず）事故前の程度で利用していく

意見分類Ⅱ：原子力発電を、事故前よりは低減した一定の規模で利用していく

意見分類Ⅲ：原子力発電の規模を一定の期間のうちにゼロにしていく

意見分類Ⅳ：原子力発電を今年より利用しないものとする

• このいずれをめざすとしても、そのための取組は国内外において安心をもって受け入れられなければならない。
そこで、様々な政策課題領域におけるこれまでの意見を整理し、今後の原子力発電の利用のあり方毎に、各
課題領域における今後の取組のあり方をこの観点から検討することとした。

資料：資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会第１４回基本問題委員会（H24.3.7） 資料１－１に基づき作成 4



新原子力政策大綱策定会議における議論の状況 ②

出典:資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会第１４回基本問題委員会（H24.3.7） 資料１－１ 抜粋

(1) 国民との信頼醸成のあり方

(2) 福島第一原子力発電所事故への取組

(3) 原子力政策を事業者、立地地域と共有していくための課題

(4) 安全規制行政の抜本的強化

(5) 事業者が安全性、信頼性、経済性を継続的に向上させていく体制、

制度

(6) 原子力防災及び原子力損害賠償のあり方

(7) 核燃料サイクルシステム

(8) 放射性廃棄物管理・処分のシステム

(9)-1    基盤のあり方（人材の維持と育成）
(9)-2    基盤のあり方（原子力研究開発のあり方）
(10)      国際的取組のあり方

政策課題領域
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